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2

経
営
改
革
プ
ラ
ン

学校職員のエ
リアマネジメン
ト強化による
効率的・効果
的な運営体制
の構築

①「町田市5ヵ年計画22-26」に基づき進めてきた、
学校事務業務の運営体制の最適化について、
2026年度までの目標が達成見込みであるため、
2027年度以降の学校事務職員体制について新た
に検討を開始します。
②学校現場での事務を進めるうえでの課題の把握
やその解決に向けて、より早期にかつきめ細やか
に対応するため、教育総務課所属職員による、学
校事務職員を対象とした少人数での相談を実施す
るなど、フォロー体制を強化していきます。

①新たな学校事務職員
体制について検討をす
る会議の開催回数

②学校事務職員を少人
数単位に分け、学校事
務の執行状況や課題等
をヒアリングする人数

①年3回
②59人

1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

学校教材費等
管理業務の適
切な運用

①学校教材費等について、市が徴収管理をするこ
とに伴い、効率的で適切な徴収を行うため、口座振
替未登録者へ口座登録を促していきます。
②保護者の利便性を向上させるため、コンビニ収
納とキャッシュレス決済受付の準備及び運用開始
を行います。
③学校別に算定される保護者負担分の学校教材
費等の金額の適正化を図ります。

①口座振替登録の登録
割合
②未納者等に対する支
払方法の拡充
③年間の保護者負担上
限額の低減率

計画
類型

①総児童・生
徒数の89％
②コンビニ収
納、キャッシュ
レス決済の運
用開始
③5%減（2025
年度上限額基
準）

3

個
別
計
画

町田市新たな
学校づくり推
進計画に基づ
く統合校及び
新校舎への移
転等準備

2026年度の鶴川西地区における学校統合に向け
て、引越し業者との契約は2025年10月中の契約締
結を目指します。契約に必要となる最終的な仕様
書や物品リスト等は8月上旬を目途に作成します。
引越し業者決定後、業者と打ち合わせを行い、引
越しの実施計画を作成し、具体的な準備やスケ
ジュール等について学校に説明します。
学校が不要と判断した物品については、市内学校
間での活用先を探した後、庁内での活用推進のた
め、「くるくるコーナー」に掲載。その後、引き取り手
のない物は、リユース事業者への売却検討等を行
い、最終的に残ったものは廃棄物としての処理を
行っていきます。
2026年4月の統合時には必要な物品等の移転が完
了しているように、引越しを完了させます。

統合・建替え計画(第1
期)の物品移転、整備

鶴川西地区の
移転、整備完
了

部課名 学校教育部教育総務課

課の使命

○教育委員会の活動について積極的に情報提供し、教育行政について周知を図ります。
○教育委員が円滑に活動できるように教育委員への情報提供・支援を行います。
○教職員が学校運営を円滑にできるよう支援します。
○事務局内の総合調整を図り、業務の円滑な執行を図ります。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

6

人
材
育
成

事務事業見直
しに係る経営
改革・改善の
志向を養う取
組

現状分析シートをもとに「事務事業見直し取組シー
ト」の項目を増やして、業務改善に取り組みます。
職員一人ひとりが業務理解を深めることで、主体的
に考え、行動する機会を増やすことで、課題解決
力や判断力の向上を図ります。

事務事業見直し取組
シート見直し提案件数

2件（累計20
件）

5

事
務
事
業
見
直
し

GIGAスクール
構想の下での
校務DX

①校務DXの一環として行う、2025年度末までの学
校現場のFAX廃止について、FAX回線を廃止する
ことによって業務に支障が出ないよう、学校現場と
の意見調整を行い、FAXの代替手段の運用を検討
します。
FAXの代替手段として想定されるインターネット
FAXに関する契約手続を行い、その使用方法等を
学校に対して周知します。
②教育委員会事務局及び学校が作成している保
護者や外部との書面における押印・署名の状況を
把握し、廃止可能な書類については、廃止を検討
します。

①紙FAXの廃止及び代
替手段の導入
②保護者や外部との書
面における押印・署名の
廃止検討

①実施
②実施

4 -
教職員の安全
かつ健全な職
場環境の整備

各学校がストレスチェックの集団分析結果を踏まえ
た職場環境の改善に向けた取組を行うにあたり、そ
の基になる集団分析結果に各学校の実態が反映さ
れるよう、積極的に周知を行い、ストレスチェック受
検率の向上を図ります。また、集団分析結果を職
場環境の改善に活用できるよう、迅速にストレス
チェック集団分析結果を報告し、管理職向け研修
や産業医の訪問などを通じて、共有および職場環
境改善への活用に向けた支援を行います。

ストレスチェック受検率が
85％以上の学校数

58校
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2

個
別
計
画

PFI方式による
施設整備及び
新たな学校の
運用体制の検
討と実現／
「子どもにやさ
しいまちの実
現」

①本町田地区・南成瀬地区のPFI事業については
設計、解体業務を終えるとともに、建設工事に着手
できるよう、業務の進捗を適切に管理します。

②また、2027年度からの維持管理・運営について、
事業者と仕様書の作成を行うために、具体的な委
託内容についての検討を2か年かけて関係各課と
行います。

③今後従来方式で整備する地区での委託方法に
ついて、関係各課との調整を行い、PFIと同等の維
持管理・運営を実現できる契約方法について、方
向性を決定します。

①建設工事着手

②検討

③契約方法の検討

①建設工事着
手

②検討

③方向性の決
定

1

個
別
計
画

新たな学校づ
くりの推進／
「子どもにやさ
しいまちの実
現」

①2026年度の統合に向け、鶴川西地区の対象校
の保護者に向けた説明会を開催します。

②「町田市新たな学校づくり基本計画」に基づき、
本町田地区・南成瀬地区・鶴川東地区・鶴川西地
区・南第一小学校地区の「新たな学校づくり基本計
画推進協議会」において、統合等に向けた協議・
検討を行い、取り組みを進めます。

（参考）第１期の5地区スケジュール
【本町田地区（町田第三小、本町田東小、本町田
小）】
統合：2025年度（本町田東小、本町田小）、2028年
度（町田第三小）
新校舎使用開始：2028年度
【南成瀬地区（南第二小、南成瀬小）】
統合：2025年度
新校舎使用開始：2028年度
【鶴川西地区（鶴川第三小、鶴川第四小）】
統合：2026年度
新校舎使用開始：2029年度
【鶴川東地区（鶴川第二小、鶴川第三小）】
統合：2029年度
新校舎使用開始：2033年度
【南第一小学校地区】
新校舎使用開始：2030年度

③「町田市新たな学校づくり推進計画（2025年4月
一部修正）」に基づき、第2期小山田地区等のうち、
薬師・金井地区において、統合等に向けた意見交
換会を行い、新たな学校づくり基本計画を策定しま
す。

①保護者向け説明会の
実施

②「新たな学校づくり基
本計画推進協議会」の
開催・運営

③薬師・金井地区の統
合新設中学校の新たな
学校づくり基本計画の策
定

計画
類型

①計5回

②5地区計16
回

③策定

部課名 学校教育部新たな学校づくり推進課

課の使命 少子化や学校施設の老朽化といった問題に対応しながら、未来の子どもたちにより良い教育環境をつくるとともに、学校を地域活動の拠点としてより利用しやすい場所にしていく取組みを計画的に推進する。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

4

人
材
育
成

地区ごとの新
たな学校づく
り推進事業の
進捗管理／
「目的志向」

新たな学校づくりを推進していくにあたっては、学
校や保護者、地域の方々等と統合に向けての工程
を共有し、対話や調整を重ねながら取り組むことが
必要となります。
そこで、地区ごとに工程表を作成・共有し、着実に
進捗を管理していくことで、確実に取り組みを進め
ていきます。

工程表に基づく取組の
実施

工程表に基づ
く取組の実現

3

個
別
計
画

新たな学校づ
くり推進事業
の周知・啓発
／「子どもにや
さしいまちの
実現」

①「町田市新たな学校づくり推進計画（2025年4月
一部修正）」について、広報等で周知を行っていき
ます。

②学校統合の当事者である児童・生徒等の声を、
今後の新たな学校づくりに反映するため、「新たな
学校づくり推進計画」を策定するに至った背景や目
的を説明する機会を設け、これからの町田の学校
について考えるきっかけや、どのような学校になっ
たらよいか等の意見をこれまで以上に表明できる機
会を創出します。

①新たな学校づくり推進
事業の認知度

②児童・生徒等との意見
交換の回数

①89％
（ちょこっとア
ンケートによ
る、新たな学
校づくり推進
事業の認知
度）

②5回
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進
捗
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況

評
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部課名 学校教育部施設課

課の使命 学校施設を安全で快適な教育環境に整備することで、児童・生徒や教職員、及び地域住民にとって、安全で安心して利用できる施設にします。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

①2地区
(本町田地区、
南成瀬地区）

②2地区
（鶴川東地
区、鶴川西地
区）

③1地区
（南第一小学
校地区）

3 -

施設・設備の
迅速かつ適切
な維持管理の
推進

学校の老朽化状況や要望等に基づき、施設・設備
を良好な状態に保つための維持補修を迅速かつ
適切に行います。

事象の認知から3営業日
以内の初動対応率

90％以上

2

個
別
計
画

児童・生徒が
安全かつ快適
に学校生活を
送ることができ
る教育環境の
整備

児童・生徒が安全かつ快適に学校生活を送ること
ができる教育環境の整備を目的として、老朽化が
進む校舎の改修工事等を行います。

①中規模改修工事の実
施校数

②外壁屋上防水工事の
実施校数

③ESCO事業の活用によ
る照明LED器具の設置
校数
（2025～2026年度で43
校）

④空調設備更新工事の
実施校数

①工事完了2
校（町田第一
中体育館、鶴
川中）、継続
工事1校（三輪
小）

②工事完了2
校（高ヶ坂小、
成瀬中央
小）、継続工
事2校（相原
小、鶴川第二
中）

③スケジュー
ルの決定及び
それに基づく
実施校数

④工事完了2
校（忠生小、
堺中）

1

個
別
計
画

新たな学校づ
くり（良好な教
育環境の整
備）の推進／
「子どもにやさ
しいまち」の実
現に向けた取
組

町田市新たな学校づくり推進計画及び町田市立学
校個別施設計画等に基づき、基本実施設計、旧校
舎解体、新校舎建設等を実施します。

①旧校舎解体および新
校舎建設着手地区数

②基本実施設計の完了
地区数

③基本実施設計の着手
地区数



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

4

人
材
育
成

「チームワーク
志向」／組織
力向上に向け
た改善

職員個人が培ってきた知識や技術及び委託業務
の履行確認方法、学校施設の日常的なメンテナン
ス方法、ヒヤリハット事例などについて、関係者（施
設課職員・学校事務職員・学校用務員等）で情報
を共有するための研修会を開催することにより組織
力の向上に努めます。

研修会の開催回数 3回

5 -
時間外勤務の
抑制

新たな学校づくりに関わる業務量が大幅に増加す
る見込みです。時間外勤務時間が多く発生する業
務について、その原因を調査・分析するとともに、
業務が集中した際には、互いに協力することができ
るよう業務体制を見直すことにより、時間外勤務時
間の抑制に努めます。

時間外勤務時間
2024年度時間
外勤務時間数
以内



順
位

進
捗
状
況

評
価

2

人
材
育
成

「チームワーク
志向」

学校施設の適切な維持管理に向けた、業務知識
の向上、キャリア開発及びチームワークの向上を目
的とした研修の実施、新たな職員や会計年度任用
職員に対しての指導・人材育成を行うために、必要
な研修を行います。

研修回数 3回

1

事
務
事
業
見
直
し

学校用務の役
割に基づく管
理業務の実施

用務業務委託及び関連業務の見直しの完了に向
けて、具体的な検討を進めます。

用務業務委託及び関連
業務の最適化

計画
類型

見直しの完了

部課名 学校教育部施設課　学校用務担当

課の使命 児童・生徒及び学校関係者が安全で安心して学校生活をおくることができる環境整備体制を構築し、安定した運営を進めます。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

4 -
就学援助費の
認定基準の適
正化

認定基準適正化に向けた比較調査及び検証を実
施します。

標準化を完了した他自治体に対し、標準化後の生
活保護基準等認定基準について調査を実施しま
す。調査結果を基に標準化後の認定基準を検討し
ます。

調査、検証 実施

2

個
別
計
画

新たな学校づ
くり推進計画
に基づく統合
新設校の通学
路安全対策の
検討

本町田・南成瀬地区については、2028年度に新校
舎へ移転する際の通学路候補に関する意見・提案
等を基に安全対策案を策定し、各管理者と合同安
全点検を実施します。

鶴川西地区については、2026年度の統合新設校
開校に向けて通学路の安全対策を実施します。

南一小地区については、2024年度に実施した合同
安全点検の結果の総括及びに対策実施に向けて
進捗状況を確認します。

①通学路安全対策の実
施

②通学路安全対策の進
捗確認実施

①実施

②実施

1

個
別
計
画

新たな学校づ
くり推進計画
に基づく統合
新設校の通学
の負担軽減策
の検討

新入学予定者や南一小在籍者について、小学校
は学校統合と学区変更を、中学校は学区変更を予
定しております。学区外通学制度もより複雑化する
ため、より保護者目線に配慮した周知方法を検討
します。

周知方法検討

計画
類型

改善

3 -
学務システム
の標準化への
対応

2027年度以降のシステム標準化を見据えて、引き
続き標準化後の変更内容の確認・現行事務との比
較検証や他市調査、システムベンダとの調整等を
行っていきます。
また、システム標準化が延期したことにより、システ
ムで対応できず、アナログな対応を行わざるを得な
い業務についてはミスを防ぐために確認作業を徹
底します。

①標準化後の変更内容
の確認・現行事務との比
較検証とシステムベンダ
との調整

②標準化延期による事
務の課題改善

①実施

②改善

部課名 学校教育部学務課

課の使命
・子どもたちが等しく学校教育を受けられるよう、就学の機会を提供します。
・より良い教育を推進するための教育環境を作ることと、安心・安全な学校生活が送れるよう支援します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

実施8 -

就学援助費・
奨励費、通学
費補助の学校
事務向けマ
ニュアルの見
直し

学校の事務職員が就学援助費・奨励費に関する事
務をより正確に実施できるようにするため、報告書
の様式や事務手順に関する説明資料を見直し、改
定します。

通学費補助に関する事務について、学校統合によ
り補助対象者の増加を見込んでいるため、学校事
務職員を対象とした説明会で通学路補助制度の内
容及び事務内容を周知できるよう説明資料を見直
し、改定を実施します。

改定の実施

7

人
材
育
成

「市民志向」

①2025年度実務を通して、各担当業務の手順書の
作成と整理を行います。

②公開しているホームページについて、随時レイア
ウトや文言の見直しを行います。

③新入学予定者名簿を電子化し、試行運用及び
検証を実施します。

①手順書の作成と整理

②改善案の検討・実施

③電子化の試行運用・
検証

①作成完了

②検討・実施

③施行運用・
検証

6 -
標準化後の新
しい通学費支
給事務の検討

新しい通学費支給処理方法を検討します。

システム標準化に伴い廃止が予定されている通学
費支給システムの代替案について、関係部署と協
議を進め、検討します。

検討 実施

5

事
務
事
業
見
直
し

世帯ごと毎年
度申請の実施

2025年度は、世帯1枚毎年申請導入初年度である
ため、申請漏れに対する対策を検討、実施します。

2025年4月中旬頃に、テトル等の手段を活用して申
請の案内を広く周知します。
2024年度認定者や兄弟申請漏れの世帯に対し、7
月当初認定後に就学援助費申請の案内を通知し
ます。

対策の検討、実施 実施



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

10 -
不要になるピ
アノの利活用

2026年度統合（鶴四小から鶴三小）で不要となるピ
アノの有効活用を調査します。
調査した結果、ピアノの有効活用を検討している施
設が複数ある場合は、移設すべき場所について検
討し、移設を実施します。

2027年度建替（南一小）で不要となるピアノの有無
を調査します。

調査、移設 実施

9 -
通学路安全対
策の検討

①防犯カメラ更新計画に基づき、２年目の更新を実
施します。

②保護者組織が年々減少する中で、どのような手
段で保護者へ向けて通学路危険個所を確認するこ
とが望ましいか調査します。
調査を踏まえ、通学路点検要望箇所の抽出方法に
ついて検討し、各学校へ周知します。

①更新

②検討、周知

①更新

②実施



順
位

進
捗
状
況

評
価

部課名 学校教育部保健給食課

課の使命 児童生徒がより充実した学校生活を送ることができるよう、児童生徒の健康の保持増進を図りながら、安全な環境を確保するとともに、心身の健全な発達と食に関する正しい理解と適切な判断力を養うために、安全安心で美味しい給食を提供する。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

①整備・運営

②決定

③8割以上

3

経
営
改
革
プ
ラ
ン

小学校給食事
業のエリアマ
ネージメント強
化による効率
的・効果的な
運営体制の構
築

①「学校給食調理職のあり方検討委員会」での検
討結果に基づき、委託を導入し、2025年度中に委
託導入を完了します。また、委託校の業務実施状
況について評価を行います。

②「学校給食調理職のあり方検討委員会」での検
討結果に基づき、スキルアップ講習や給食セン
ター運営への関わり方の検討など、給食調理員の
目指すべき姿の実現に向けた取組を実行します。

①委託校数（累計）・正
規職員数及び再任用職
員数

②取組項目数

①34校・23人

②2項目

2

個
別
計
画

小中9年間の
学校給食の充
実策の実施

①2024年度に策定した「食育プログラム」に基づ
き、児童生徒の食を正しく選び取れる力及び正し
い食行動を実践する力を向上するため、９年間の
給食を活用した食育を実施していきます。

②関係機関などと連携して、まち☆ベジ給食の実
施、地場農産物加工品の開発・使用など、地場農
産物の使用率や使用日数の向上につながる取組
を推進します。

③民間提案制度などを活用して、多様な事業者と
の共創により、オリジナル給食メニュー及び食育講
座などを展開します。

①１校あたりの平均取組
数

②地場農産物・地場農
産物加工品の1校当たり
の平均使用日数

③展開

①中学校3項
目
　小学校5項
目

②中学校23日
　小学校70日

③１回

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

中学校全員給
食実施に向け
た整備

①全員給食の実現に向けて、2025年1月に開所し
た鶴川エリア中学校給食センター、2025年4月に開
所した町田忠生小山エリア中学校給食センターに
続き、2025年度2学期中に南エリア中学校給食セン
ターの整備を進めます。

②堺エリア及び鶴川エリア中学校給食センターに
おいて、2027年度～2030年度の給食運営事業者
を決定します。

③行事食や郷土料理、地場農産物などを活用した
給食を提供することで、生徒の興味関心を高める
給食を提供していきます。また、給食開始後に各エ
リアで利用者満足度調査を実施します。

①南エリア中学校給食セ
ンター整備・運営

②運営事業者決定

③満足度調査において
「満足」「どちらかといえ
ば満足」を選択した生徒
の割合

4 -
学校給食費の
無償化に伴う
事務の見直し

学校給食費の完全無償化に伴い、給食を停止する
申し出が減少し、給食を提供し続ける食数の増加
が予想されることから、フードロスや適正な予算執
行管理が課題となることが見込まれます。この点に
ついて、実態を把握し、保護者からの辞退申し出
以外に給食の提供を停止する基準や方法につい
て調査・整理します。

給食停止基準の調査・
整理

調査・整理



順
位

進
捗
状
況

評
価

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
計画
類型

「市民志向」

①職種の垣根を越えた課内での研修を開催するこ
とで相互理解を深め、組織力の向上を目指しま
す。

②栄養士のあり方検討会などを通し、学校栄養士
がこれまでの経歴やスキルを整理しながら将来の
姿をイメージできるよう、各職層に求められる役割
や態度、必要な知識、成長ステップなどを整理した
資料を作成します。

①研修回数

②資料の作成

①1回

②作成

5 -

学校保健に関
するデータを
活用した学校
への支援

児童生徒の健康の保持増進を図るため、各小中学
校の定期健康診断の受診結果について、データ集
計と分析を行います。学校医の意見をふまえた分
析結果と今後の方向性を示した情報を各小中学校
に提供し、学校保健に係る取組みへの活用を促し
ます。
また、各小中学校の学校保健に係る独自の取組み
を調査し、好事例を情報共有することで、全小中学
校における有効な取組みの充実を図ります。

学校保健に係る統計分
析データを活用した取組
数

60取組

6

人
材
育
成



順
位

進
捗
状
況

評
価

2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

ＩＣＴ教育の推
進

ＩＣＴ活用状況調査やドリルソフトの利用状況、支援
員や指導主事による学校訪問、管理職へのヒアリン
グ等から、学校のICT活用状況や教員のニーズを
把握します。
また、それらに基づき、ＩＣＴ活用に関する研修や支
援員による支援を実施し、ＩＣＴを活用した授業改
善（「協働的な学び」と「個別最適な学び」の充実）
を推進します。

①授業の中でＩＣＴを活
用することに不安がある
と感じている教員の割合
（独自の意識調査）

②授業で、タブレット端
末を週３回以上使用して
いる児童・生徒の割合
（独自の意識調査）

③学習ドリルソフトを使っ
て、自分の苦手なところ
を復習しながら、学習を
進めている小学生(第5・
6学年）・中学生（第1学
年）の割合

①43％

②65％

③78％
（小学校）
   4７％
（中学校）

1

重
点
事
業
プ
ラ
ン

えいごのまち
だの推進

体験活動や言語活動を取り入れた英語教育の推
進や放課後英語教室の実施、町田市独自の英語
教育事業の展開を図ります。2024年度に実施した
中学校スピーキングテストの実施した結果から、
SPEAKING技能に課題が見られたため、えいごの
まちだ担当者連絡会等で学習者用デジタル教科
書の活用事例を示したり、模範授業参観研修等を
実施したりして、英語で自分の考えや気持ちを伝え
合える能力を向上させる授業を展開します。

①英語で自分の考えや
気持ちを伝え合うことが
楽しいと感じる小学校5・
6年生の割合（独自の意
識調査）

②英語で書いたり話した
りして自分の考えや気持
ちを伝え合うことが楽し
いと感じる中学生の割合
（独自の意識調査）

③中学校スピーキングテ
スト（中学校第3学年）
平均スコア

計画
類型

①72％

②68％

③都平均スコ
ア＋１

3

重
点
事
業
プ
ラ
ン

健康な生活を
営む力の育成

小中学校連合体育大会の実施や体力向上パワー
アップＤＡＹの実施、小学生を対象とした体力実技
モデル事業「ベースボール５」の実施、体力向上推
進プランの推進などにより、運動に接する機会を提
供します。

①小中学校連合体育大
会の実施

②体力向上パワーアップ
ＤＡＹの実施

③体育実技モデル事業
の実施

①実施

②実施

③10校実施

部課名 学校教育部指導課

課の使命
・子どもたちがこれからの時代に必要な知識・技能、思考力・判断力・表現力等、学びに向かう力と人間性を育成する教育活動を支援します。
・学校と地域が目標やビジョンを共有し、パートナーとして連携・協働を進めていく仕組みづくりを推進します。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応



順
位

進
捗
状
況

評
価

計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

縮小

9

人
材
育
成

「チームワーク
志向」

課内で互いに褒め合う・高め合う文化をつくるた
め、日常の気付いたことを共同的に記録できるシー
トを作ります。
また、互いの行動や働きに対して関心を向けやすく
なるよう、取組の強化月間を年2回設定します。

強化月間の実施 2回

8

事
務
事
業
見
直
し

事務事業見直
し

事務事業の見直しにあたり、町田市立小・中学校
集団宿泊行事参加費補助金（小・中学校修学旅行
分）の段階的な縮小の方法を検討します。

児童・生徒一人当たりの
補助金額の縮小の検討

7

個
別
計
画

教員の働き方
改革の推進

学校に対して、余剰時数の削減や、学校行事の精
選・見直しを促します。また中学校において、部活
動の地域連携を推進します。

仕事と生活の調和がとれ
ていると回答した教員の
割合（アンケート調査を
実施）

56.2％

6

重
点
事
業
プ
ラ
ン

学校と地域の
協働

地域・保護者に対するコミュニティ・スクールの認知
度向上のため、効果的な周知方法を検討します。

①周知方法の確立・実
施

②学校運営協議会委員
を対象とした説明会の実
施

①確立・実施

②説明会の実
施

5

個
別
計
画
／
全
庁
で
取
り

組
む
施
策

児童生徒が主
体的に考え、
伝え合う機会
の充実／「子
どもにやさしい
まち」の実現
に向けた取組

市内の児童生徒の代表が集まり、フォーラムを実施
します。自分たちの学校生活の中にある課題など
について各校で議論した内容を、意見交換したり、
自分たち自身で何ができるかを話し合ったりし、まと
めた意見などを市内の学校へ発信します。
各校では、発信された意見などを踏まえ、これまで
の様々な活動と関連付けながらテーマに応じた取
組を実施します。

小学生・中学生フォーラ
ムの実施

小学校（各地
区×2校）・中
学校全校で実
施

4

重
点
事
業
プ
ラ
ン

キャリア教育
の推進

中学生職場体験やＣＡＰＳ・ＭＥＳＥ※の実施、販
売体験や金融教育講座など、児童・生徒が様々な
経験やチャレンジする機会を提供する「町田市版
キャリア教育プログラム」を通して、自己理解・自己
管理能力の育成を図ります。
また、各学校の学習活動や外部人材情報を市内の
各学校で共有し、学校の特色に応じたキャリア教育
を小・中学校全校で実施します。

※ＣＡＰＳ・ＭＥＳＥ：商品を製造・販売する仮想会
社の経営シミュレーションプログラム

「自分の目標や進路、将
来の職業や夢について
考えましたか」という質問
の肯定的回答の割合（中
学校2年生職場体験アン
ケート調査）

86%（中2）



順
位

進
捗
状
況

評
価

5

人
材
育
成

人材育成の推
進にかかる取
組「改革・改善
志向」

①職員の資質・能力の向上のため、職員課が取り
組んでいる職場研修にエントリーし、オンデマンド
研修を実施します。
②現在、紙で行っている業務を電子化し、業務の
効率化に取り組みます。

①一人当たりのオンデマ
ンド研修の受講回数
②業務改善への取組数

①1回
②2取組

4

個
別
計
画

教育センター
の建替え・複
合化に伴う仮
設施設への移
転の実施及び
仮設施設の運
営調整

①教育センターの仮設施設への移転を実施しま
す。
②仮設施設への移転後は、教育センターが施設運
営の調整役として、関係機関及び関係課と定例会
を開催し、施設運営のルール検討や情報共有等を
行います。

①移転の実施
②関係機関及び関係課
との仮設施設の運営を
調整する定例会の開催
回数

①実施
②6回

2

重
点
事
業
プ
ラ
ン

特別支援学級
（自閉症・情緒
障がい学級又
は知的障がい
学級）の整備

特別な支援を必要とする児童生徒が地域の学校に
通えるよう、特別支援学級の設置・整備を行いま
す。
2025年度は、2026年度以降に予定している特別支
援学級設置・整備に向け準備を進めます。

①2026年度以降の整備
スケジュール策定

②特別支援学級の教室
整備工事

①策定

②完了

1

個
別
計
画

不登校児童生
徒及び保護者
への支援の充
実

①学びの多様化学校分教室の開設にあたり、校内
での支援体制を構築するため校内研修会を実施
し、不登校生徒対応に必要な知識と技術の習得を
進めます。
②不登校対応巡回教員・スクールカウンセラー合
同連絡会を実施し、不登校児童生徒を支援につな
げるための連携を強化します。
③2024年度同様に、市内不登校児童生徒の保護
者を対象とする、「保護者の会」を継続実施します。
保護者の会に併せて、情報周知のためのイベント
を企画するなど、内容の更なる充実を進めます。

①学びの多様化学校分
教室における支援体制
の構築に向けた校内研
修の実施
②不登校対応巡回教
員・スクールカウンセラー
合同連絡会の実施
③市内不登校児童生徒
の保護者を対象とする、
「保護者の会」の実施

計画
類型

①年3回
②年2回
③年10回

3

個
別
計
画

帰国・外国籍
児童生徒等へ
の日本語指導
の充実

①日本語の指導体制を充実させ、指導を必要とす
る児童・生徒への対応を行います。
②日本語指導員の指導力の向上を図るため、日本
語指導員研修を実施します。

①日本語指導を受けた
児童・生徒数
②日本語指導員研修会
開催回数

①165人
②2回

部課名 学校教育部教育センター

課の使命 教育上の課題を抱える子ども、保護者及び教育関係者への支援を行い、子どもの健全な成長を図ります。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応


